
 「情報力」で災害に打ち勝つためには、「人材」が重要となる。国及び地方公共団体は、災害情報を取り扱う
人的資源の充実強化に向けて、能力開発や教育訓練を強化すべきだ。

政策提言の概要 ～インターネット・メディア・ＡＩを活用して被災者に寄り添う防災・減災を実現する～

国・地方公共団体に求めるアクションプラン（優先５課題）

１．“電脳AI”で被災者の命を救う

 災害発生時には、爆発的に大量の情報が発生する。被災自治体のマンパワーでは災害情報を処理しきれ
ず、首都直下地震や南海トラフ地震、集中豪雨などの大規模災害に全く対応できない。

 国・地方公共団体は、AIを用いることで、災害情報の収集・分析等の業務の自動化に直ちに取り組むべきだ。
 これにより、行政職員の負担を抜本的に軽減すべきだ。

 防災・減災の第一の目標は、人の命を救うことだ。となれば、被災者の誰もが使い慣れている「ことば」（つぶ
やき、会話、文字）を使って、被災者の状況を把握できるようにすべきだ。

 被災者の「ことば」は重要な災害情報。国・地方公共団体は、被災者達の「ことば」をAIに分析させることに
よって、被害状況や被災者の困窮状況を全容把握できるようにすべきだ。

３．“情報共有”で災害対応能力を抜本強化する

 日本全体として、大規模災害時の「情報力」の強化を実現するためには、国・地方公共団体・指定公共機関
は、組織の縦割りを打破し、情報共有に最大限の注意を払うべきだ。

４．急務となっている災害情報の標準化

 災害応急対策を最適化するには、支援者と受援者が同じ情報に基づいて行動することが重要になる。しか
し、国や地方公共団体が持つ情報の粒度・精度にばらつきがある。

 このままでは緊急時にデータが使えないため、国は、「情報の標準化」を強力に進めるべきだ。

５．災害情報に関する教育訓練の強化

２．“ことば”で被災者を把握して災害関連死を防ぐ
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政策提言の骨子 【５５の政策提言項目】

 AIによる災害情報分析の自動化、行政職員の負担軽減
 最優先課題としての災害関連死
 “ことば”で被災者を把握して、災害関連死を防ぐ
 新たな「被災通報制度」の導入
 AIとの会話によって被災者ニーズに対応する
 電脳防災協議会（仮称）の設立
 災害時の行政の広報をより簡単に
 理解の限界を超えた国・地方公共団体の制度体系
 電脳防災特区の制定
 “電脳AI”を内閣総理大臣の「情報参謀」に

 ICT活用による情報共有、組織の縦割りの打破
 組織横断で情報共有を実現するSIP4D等の積極活用
 住民への積極的な情報周知
 メディアが果たすべき役割
 “生活再建情報”の方から被災者に近づくようにする
 ライフラインの復旧情報の伝達
 強靱な通信インフラの構築

 災害情報に関する教育訓練の強化
 AIやe-Learningを用いた訓練
 「電脳防災訓練」の実現
 官民合同情報チームの現地派遣制度

 急務となっている災害情報の標準化
 避難所アセスメントの標準化、物資支援マッチングの実現
 道路啓開情報の優先提供

 イノベーションシステムの活性化
 ばらばらな支援活動から統合化された活動へ
 防災基本計画で欠けている「インターネット」の明記
 災害情報に関するナショナルセンター整備
 安全・安心のための公共分野への応用
 防災産業の発展
 災害情報の取組に関する予算増額
 海外への情報発信、国際共同研究の推進

（１） “電脳AI”で被災者の命を救う

（２） “情報共有”で災害対応能力を抜本強化する

（３） “標準化”で災害業務の無駄を撲滅する

（４） “人的資源”で災害に打ち勝つ

（５） “防災イノベーション政策”で安全・安心社会に変革する
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課題認識 と 立ちはだかる「イノベーションを阻む壁」 ３

政策提言

～電脳AIが
内閣総理大臣の

情報参謀に任用される
時代をめざして～

５５の政策提言項目



（参考）電脳防災コンソーシアムの概要

■設立日 ２０１７年１０月１９日
■共同発起人 慶應義塾大学（山口研究室）、情報通信研究機構（NICT)、

防災科学技術研究所（ＮＩＥＤ）、ヤフー（株）、ＬＩＮＥ（株）
■検討内容

• 被災者・避難所の支援につなげるための災害情報に関する課題整理
• インターネットを通じて被災者から災害情報を集信する仕組みづくり
• 防災・減災のためのインターネット・メディア・ＡＩの一層の活用方策
• 関連する地域実証プロジェクトの協力・支援
• 上記に関する政策提言のとりまとめ

https://www.facebook.com/Keio.ShigoYamaguchi/
https://www.sfc.keio.ac.jp/news/012710.html
http://www.bosai.go.jp/press/2017/pdf/20171019_02_press.pdf
https://linecorp.com/ja/pr/news/ja/2017/1903

共同代表
臼田 裕一郎 国立研究開発法人防災科学技術研究所 総合防災情報センター長
江 口 清 貴 ＬＩＮＥ(株)執行役員、公共政策室長、一般社団法人モバイルコンテンツフォーラム常務理事、

一般財団法人情報法制研究所 専務理事
竹 内 美 尋 ヤフー(株) メディアカンパニー ライフライン事業本部 災害サービスマネージャー
鳥澤 健太郎 国立研究開発法人情報通信研究機構 データ駆動知能システム研究センター長
山 口 真 吾 慶應義塾大学 環境情報学部 准教授（有期）

委 員
東 博 暢 (株)日本総合研究所 プリンシパル
市 川 善 一 埼玉県危機管理防災部 消防防災課長
宇田川 真之 財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構 人と防災未来センター 研究部 研究主幹
鵜 野 正 志 東京都 総務局総合防災部 防災通信課長
岡 本 正 銀座パートナーズ法律事務所 弁護士・博士（法学）・防災士
織 田 美 穂 アビームコンサルティング(株) 執行役員
樫 原 猛 豊島区 総務部 防災危機管理課長
金 谷 泰 宏 国立保健医療科学院 健康危機管理研究部長、東京工業大学特定教授
川 村 一 郎 （一財）マルチメディア振興センター プロジェクト企画部長
小 林 和 則 （株）ＮＴＴドコモ サービス運営部 災害対策室 室長
小 和 田 香 ソフトバンク（株）テクノロジーユニット ソリューション推進室 兼

ＡＩ＆データサイエンス部 プロフェッショナルテクニカルマネージャー
近 藤 久 禎 国立病院機構災害医療センター 副災害医療部長、厚生労働省ＤＭＡＴ事務局次長
ショウ･ラジブ 慶應義塾大学 大学院政策・メディア研究科 教授
杉 原 佳 尭 グーグル合同会社 執行役員 公共政策・政府渉外担当
瀬 尾 淳 スカパーＪＳＡＴ株式会社 宇宙・衛星事業本部 法人事業部 専任部長
橋 爪 尚 泰 ＮＨＫ報道局 災害・気象センターセンター長
久 永 一 成 （株）フジテレビジョン 報道局取材センター ネット取材部 部長
平 本 健 二 東京大学公共政策大学院 非常勤講師（兼 内閣官房政府CIO補佐官･経済産業省CIO補佐官）
間 嶋 淳 大阪市 危機管理室危機管理課長
松 本 邦 久 下田有線テレビ放送(株) 常務取締役
武 藤 俊 一 一般財団法人全国地域情報化推進協会 企画部担当部長
村上 建治郎 (株)Ｓｐｅｃｔｅｅ 代表取締役ＣＥＯ
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